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規程・内規・要領の改正
平成8年度に改正のあった諸規程
により利用券を交付する。
（1） 第4条第1項第1号に規定する者職員利用券
（2） 第4条第1項第2号に規定する者学生利用券
（3） 第4条第1項第3号に規定する者校友利用券
（4） 第4条第1項第4号に規定する者相互利用券
（5） 第4条第1項第5号に規定する者優待利用券又
は特別利用券
2 前項の手続については、別に定める。
（利用の種類）
第7条前条により利用券を交付した者には、図書の閲
覧、貸出その他の図書館サービスを行う。ただし、特
別利用券を交付した者には、図書の貸出サービスを行
わない。
（図書の区分）
第8条図書は、次の6種に区分する。
（1） 第1種普通図書
（2） 第2種雑誌類
（3） 第3種参考図書類
（4） 第4種特別コレクション
（5） 第5種貴重図書及び準貴重図書
（6） 第6EAV・マイクロ資料類
関西大学図書館利用規程
制定昭和60年2月8日
第1章総則
（目的）
第1条この規程は、関西大学図書館の所蔵する図書館
資料（以下「図書」 という。）及び図書館施設の利用
についての必要な事項を定め、図書館の円滑な運用を
図ることを目的とする。
（休館日）
第2条図耆館の休館日は、次のとおりとする。
（1）休業期間中の日曜日
（2） 国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178
号）に規定する休日
（3） 本大学記念日
（4） 夏季及び冬季休業の一定期間
（5） 曝書及び図書の現物照合に必要な期間
2 図書館長は、前項の休館日のほか、臨時に休館日を
定めることができる。
（開館時間）
第3条図書館の開館時間は、次のとおりとする。
（1） 通常期間
ア平日午前9時から午後9時30分まで
イ 日曜日午前10時から午後6時まで
（2） 休業期間午前10時から午後8時まで
2 図書館長は、開館時間を臨時に変更することができ
る。
（利用者）
第4条図書館を利用できる者は、次のとおりとする。
（1） 職員
（2） 学生
（3） 本学の卒業者
（4） 図書館間相互利用協定等に基づく肴
（5） 図書館長の許可を受けた者
2 前項の範囲及び取扱いについては、別に定める。
（入館手続）
第5条図書館に入館するときは、所定の手続をしなけ
ればならない。
（利用券の交付）
第6条第4条第1項に規定する利用者には、次の区分
第2章閲覧
（閲覧サービス）
第9条図書館は、利用者の教育及び研究に資するため、
図書の閲覧サービスを行う。
2 書庫内図書の閲覧を希望する者は、所定の申込書に
利用券を添えて係に提出しなければならない。 この場
合において、第13条に定める入庫検索者については、
申込書を省略すること力:できる。
3 開架閲覧室及びレファレンス室に備付の図書は、 自
由に閲覧することカゴできる。
（閲覧冊数）
第10条一時に閲覧できる書庫内図書の冊数は、 5冊以
内とする。
（特別閲覧手続）
第11条第8条第5号に規定する図書の閲覧を希望する
者は、所定の願書により、あらかじめ図書館長の許可
を受けなければならない。
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のとおりとする。
（1） プライバシーにかかわる事項の調査
（2） 古書、古文書、美術品等の鑑定並びに市場価格の
調査
（3）学習課題及び懸賞問題に関する調査並びに解答
（4） 医療・健康相談、法律相談、人生案内又は身上相
談
（5）仮定又は将来の予想に属する事項の調査
2 多大な経費又は時間を要し、業務上支障をきたす調
査等については、サービスを行わない。
（レファレンス・サービスの申込手続）
第28条レファレンス・サービスを希望する者は、所定
の申込書により、 レファレンス・カウンターに申し込
まなければならない。
2 レファレンス・サービスの受付時間は、原則として
レファレンス・カウンターのサービス時間内とする。
（情報検索サービス）
第29条図書館は、利用者の教育及び研究に資するため、
外部データ・ベースと直結して図書館に設置する端末
機によって、オンライン情報検索サービスを行う。
（情報検索の申込手続）
第30条オンライン情報検索を希望する者は、所定の申
込書により、 レファレンス・カウンターに申し込まな
ければならない。
2 オンライン情報検索の利用時間は、 レファレンス・
カウンターのサービス時間内で、かつ、外部データ・
ベース利用可能時間内とする。
（端末機の操作）
第31条端末機は、利用者との合意に基づいて、原則と
して係員が操作する。
2 前項の規定による検索内容については、利用者の責
任とする。
（情報検索の利用料金）
第32条オンライン情報検索の利用に伴う外部データ・
ベースの専用回線使用料金、検索料金等は、利用者の
負担とする。ただし、公衆電話料金は、大学の負担と
する。
2 前項に規定する情報検索の利用料金の徴収について
は、別に定める。
職員が退職するとき。
学生が卒業又は退学するとき。
校友利用券又は優待利用券の交付を受けた者は有
効期限の満了するとき。
１
１
１
１
２
３
ｉ
ｉ
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第4章複写
（複写サービス）
第22条図書館は、利用者の教育及び研究に資するため、
図書の複写サービスを行う。
2 前項に規定する複写は、図書の一部分を1人につき
1部行うこと力罫できる。ただし、発行後相当期間を経
過した逐次刊行物に掲載された個々の著作物を複写す
るときは、その全部について行うこと力寸できる。
3 前項に規定する複写を希望する者は、所定の申込書
により、係に申し込まなければならない。
（複写の制限）
第23条次の各号の一に該当する場合は、複写を許可し
ない。
(1) 第8条第5号に規定する図書
（2） 複写により図書の原形を損傷するおそれのあると
き。
（3） 図書館長力:特別の理由があると認めたとき。
2 前項第1号に規定する複写について、図書館長が必
要と認めた場合は、一定の条件を付して許可すること
カゴできる。
（複写の料金）
第24条複写の許可を受けた者は、所定の複写料金を出
納課に納入しなければならない。
2 前項の複写料金の徴収については、別に定める。
第5章レファレンス
（レファレンス・サービス）
第25条図書館は、利用者の教育及び研究に資するため、
レファレンス・サービスを行う。
2 利用者からの質問、相談等に対しては、主として文
献に基づいて調査し、回答するものとする。
（レファレンス・サービスの範囲）
第26条依頼事項に関するレファレンス・サービスの範
囲は、原則として次のとおりとする。
（1） 書誌的事項の調査
（2） 参考文献の紹介
（3） 参考文献の所在及び利用手段の提示
（4） 専門的調査機関等についての情報の提供
（レファレンス・サービスを行わない事項）
第27条レファレンス・サービスを行わない事項は、次
第6章図書館間相互利用
（相互利用サービス）
第33条図書館は、利用者の教育及び研究に資するため、
他大学図書館等との図書館間相互利用サービスを行う。
2 前項の図書館間相互利用サービスを希望する者は、
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2特別入庫検索許可証は、次の区分により交付する。
（1） 大学の教育職員が、教育上の理由により、学部学
生の入庫検索を必要と認めたときは、当該学生に交
付する。 この場合においてその有効期間は、当該年
度内とする。
（2） 大学の教育職員が、担当ゼミナール又はクラスの
指導上の理由により、学部学生の入庫検索を必要と
認めたときは、当該教育職員に所定枚数を交付する。
この場合においてその有効期間は、当該年度内とす
る。
（3） 大学の教育職員力ざ、研究指導上の理由により、員
外研究者の入庫検索を必要と認めたときは、当該員
外研究者に交付する。この場合においてその有効期
間は、当該年度内とする。
3特別入庫検索許可証の交付を希望する大学の教育職
員は、所定の願書をメイン・カウンターに提出しなけ
ればならない。
4 入庫検索については、あらかじめ図書館職員による
ガイダンスを受けなければならない。
5 第2項第2号により交付した特別入庫検索許可証は、
当該教育職員ｶざ保管し、入庫検索の都度、学生に貸与
する。
6 入庫検索するときは、入庫受付で利用券を提示した
上で、入庫検索署名簿に所定事項を記入し、私物をロ
ッカーに納めてから入庫しなければならない。特別入
庫検索許可証による入庫者は、利用券とともに特別入
庫検索許可証を提出しなければならない。
（複写）
第10条館内に設置する複写機による図書館蔵書の複写
の取扱いは、次のとおりとする。
(1)複写は、図書館職員の包括的管理の下で、著作権
法（昭和45年法律第48号） を遵守のうえセルフ・
サービスにより行うものとする。
（2）私費による複写については、複写申込手続を省略
する。ただし、カラー複写及びマイクロ資料の複
写については、所定の手続を必要とする。
2 複写料金の区分は、次のとおりとする。
（1） 本学の予算に計上された経費（以下「校費」 とい
う。）によるもの
ア実験実習材料費
イ教材費
ウ教員コピー費
エその他
（2） 私費によるもの
第5条利用者力ざ図書館を利用するときは、教職員証、
学生証、又は入退出カードにより入館手続を行わなけ
ればならない6
ノ(利用券の交付手続）
第6条利用券の交付手続は、次のとおりとする。
(1)利用規程第6条第1項第1号の職員利用券は、教
職員証又は入退出カードをもってこれに代える。
（2） 利用規程第6条第1項第2号の学生利用券は、学
生証をもってこれに代える。
（3） 利用規程第6条第1項第3号の校友利用券は、本
学卒業者の願い出により交付し、その有効期間は当
該年度内とする。
（4） 利用規程第6条第1項第4号の相互利用券は、利
用者の願書と当該図書館の紹介状により交付するこ
とができる。ただし、関西四大学図書館相互利用協
定に基づく利用については、その協定による。
（5） 本学の功労者には、利用規程第6条第1項第5号
の優待利用券を交付することカゴできる。この場合に
おいてその有効期間は、当該年度内とする。
（6）学外者には、願書により利用規程第6条第1項第
5号の特別利用券を交付することカゴできる。この場
合においてその有効期間は、当該年度内とする。た
だし、一時利用の場合は、当日限りの利用券を貸与
する。
（7）学内団体職員には、願書により利用券を交付する。
その有効期間は、在職中とする。
（図書の予約・貸出期限の更新）
第7条利用者の希望する図書が他に貸出中の場合は、
その図書を予約することができる。
2 貸出期限の更新は、その図書について他に予約者が
いない場合に限り、当該図書を提示した上で1回に限
り行うことができる。ただし、試験期においては、 こ
れを制限することがある。
（転貸の禁止）
第8条貸出中の図書は、 これを他人に転貸してはなら
ない。
（入庫検索）
第9条利用規程第13条第1項第3号に規定する入庫検
索について、図書館長の許可を受けた者の範囲は、次
のとおりとする。
（1） 別表第2の大学非常勤講師に準ずる者
（2）優待利用券の交付を受けた者
（3） 次項に定める特別入庫検索許可証の交付を受けた
者
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書館における自己点検・評価の取り組みを推進するた
めに、 自己点検・評価に関する規程を定め、図書館自
己点検・評価委員会（以下「委員会」という。） を置
く。
（任務）
第2条委員会は、図書館における教育研究の支援活動
及び管理運営の自己点検・評価の取り組みを行うため、
次の事項を行う。
（1） 自己点検・評価の方針の策定及び点検項目の設定
（2） データの収集、分析並びに検討
（3）報告書の作成
（各機関の協力）
第3条委員会は、前条第2号に規定するデータ収集の
ため、それに係わる各機関に対して協力を求めること
ができる。
（報告）
第4条委員会は、 自己点検・評価の結果を図書委員会
に報告するとともに、大学自己点検・評価委員会の求
めに応じて報告を行う。
（構成）
第5条委員会は、次の者をもって構成する。
（1） 図書館長
（2） 図書館次長
（3） 図書委員のうちから図書館長が指名する者若干名
（4） 図書館事務組織における各課から各1名
（委員長等）
第6条委員会に委員長を置き、図書館長をもって充て
る。
2 委員長に事故あるときは、図書館次長がその職務を
代行する。
（運営）
第7条委員会は、委員長が招集し、その議長となる。
2 委員会は、委員の3分の2以上の出席をもって成立
し、議事は出席委員の過半数をもって決する。
3 委員会は、必要に応じて、委員以外の者に出席を求
め、その意見を聴くことカゴできる。
（事務）
第8条委員会の事務は、図書情報管理課が行う。
附則
この規程は、平成6年4月1日から施行する。
附則
この規程（改正）は、平成8年4月1日から施行する。
注1 図書館間相互利用に関する協定等がある場合は、当該協定
等の定めるところによる。
注2 上記以外の利用については、願出により図書館長が許可す
る。
注3 開架図書の貸出冊数は、上記貸出限度内で5冊以内2週間
以内とする。
注4 有効期限が当該年度末までの利用資格者が、年度を越えて
継続利用する場合は、所定の手続きを経なければならない。
別表第3 料金表（第10． ll条関係）
注1 校費による場合は、申込書（写し)、利用料金請求書（写
し）等を当該予算所管部署に送付する。
注2 「職員・学生」の料金単価には、消費税を含む。 「その他」
の料金単価には消費税を加算して請求する。
注3 私費による複写料金は、 コイン式収納機（カラー複写及び
マイクロ資料の複写を除く。）に収納しなければならない。
注4 図書館間相互利用に関する協定等のある場合は、当該協定
等の定めるところによる。
関西大学図書館自己点検・評価委員会規程
制定平成6年1月28日
（設置）
第1条大学の教育研究水準の向上を図るとともに、図
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大学非常勤講師
準
ず
る
者
委嘱研究員､受入研究員､委託研究員
研究顧問・研究嘱託・私学研修員
外国人研修員、交換研究者、
招聰研究者、外国人研究員
高等学校・中学校・幼稚園教
育職員、非常勤講師
専任事務職員・役員
嘱託等の非専任職員
在職中
又は
在任中
20冊 3ヶ月
校 友
準
ず
る
者
推薦校友
教育後援会・校友会職員
生協職員、学内学会職員
優待
評議員
当該年度内 5冊 2週間
特別
日本語セミナー等短期受入留学生
当該年度内
受入期間中
不可
学外相互利用 随 時 不可
複
写
資料の形態
料金（単価）
職員･学生 その他
図書資料
普通紙（モノクロ）
普通紙（カラー）
10円
200円
35円
－
マイクロ資料 普通紙 10円 40円
撮影・現像・印画紙プリントについては、委託業
者との契約料金による。
情
報
検
索
･検索出力リスト表示のメッセージ等により計算する。
，外貨計算を必要とする場合は、前日の外貨レート終値(1円未
満切り捨て)を5円単位で切り上げた数値で計算する。
･利用料金は10円未満を切り捨てる。
･ハードコピー(CD-ROM利用等)料鉗,出力紙1枚につき10円とす6 ０
